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部局・担当課名 観光文化スポーツ部観光交流拡大課
①県観光情報センター来館者数

活動実績

総合発展計画実施
計画の位置付け

事業名

当初見込み目標指標
②観光案内件数

活動実績

当初見込み

開始/終了(予定)年度観光連携推進事業費

施策 ［施策２］戦略的な誘客促進

県観光情報ポータルサイトのアクセス件数 Ｒ６に累計350万件

政策の柱、
政策

［政策の柱３］高い付加価値を創出する産業経済の振興・活性化
［政策３］国内外からの観光・交流の拡大による地域経済の活性化

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

平成９

当初見込み

活動実績

/ 未設定 活動指標

事業の目的
　山形県の魅力を積極的に発信するため、県とともに観光振興推進を図る目的で設置され
ている山形県観光物産協会が実施する事業に対して補助を行い、活力あふれる地域づくり
のため、協会の体制強化・育成指導を通じて本県のさらなる観光振興を図るもの。
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令和５年度令和６年度令和７年度
令和－年度
(最終目標)

令和６年度

その他

(評価基準)　「事業の必要性・事業の効率性　Ａ:妥当性が高い/Ｂ:おおむね妥当である/Ｃ:妥当性が低い」
　　　　　　　 「事業の有効性（達成度）　Ａ:目標を上回る成果、活動見込を上回って達成(100%以上)/Ｂ:おおむね目標どおりの成果、活動見込をおおむね達成(80%以上100%未満)/Ｃ:目標を下回る成果、活動見込を下回った(80%未満)」

その他特定財源
一般財源 １３,１９４

計 １３,１９４

事業概要
（令和５年度の

実施内容）

直接実施 委託・請負 補助 負担 交付 貸付

○県内広域観光推進事業
　県観光物産協会への補助を通じて、県内の観光振興施策を実施。
　（補助事業：観光データ提供事業、観光事業功労者表彰事業、
　　　　　　　観光物産情報センター運営事業（北海道支部活動費）、
　　　　　　　観光ボランティアガイド支援事業、奥の細道観光資源保存会事業、
　　　　　　　スキー場誘客推進協議会負担金、日本観光振興協会共同事業、
　　　　　　　観光人材養成事業、伝統芸能振興事業）

○山形県観光物産情報センター運営費（北海道）
　事務所の賃借・管理に要する費用を支出。

当初予算額
（単位:千円）
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上記実施方法とする理由： 県観光物産協会が運営しているため
実施方法
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項目

事業の目的が県民や社会のニーズを的確に反映し、成果指標の明確な達
成手段として位置づけられ、優先度の高い事業となっているか。
また、市町村・民間等に委ねることができない事業なのか。

支出先の選定や受益者との負担関係は妥当であるか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較して
より効果的あるいは低コストで実施できているか。
また、類似事業がある場合、他部局等と適切な役割分担を行っているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。
また、整備された施設や成果物などは十分に活用されているか。

成果実績は成果指標に見合ったものとなっているか。

国庫支出金
県債

１３,１９４

事業所管部局による評価・検証（令和６年６月）

評価
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　観光物産情報センター（北海道支部）については、近年の状況を鑑みても、事業効果や必要性が
低くなっていることから、廃止も含め見直しを行っているが、協会北海道支部と連携して活動して
いる団体や関係者等への丁寧な説明や調整を行い、理解を得ながら進めていく必要がある。

　引き続き、協会の職員体制の充実やさらなる観光交流の拡大を図るため、協会が実施する事業を
支援するとともに、「あり方検討会」において、北海道支部の廃止も含め、財政・経営面での議論
を進めてまいりたい。

目標値
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②観光者数
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成果指標（所管部局の分析）

③県観光物産情報センター（北海道）
の利用件数
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①県観光情報ポータルサイトのアクセ
ス件数

評価に関する説明

さらなる観光交流の拡大のため、協会による継続的な情報発信や観光誘客が必要である。一方で、
近年、インターネットによる情報収集が中心になっていることや、主な旅行形態が個人へ移行してい
る情勢を踏まえると、北海道支部については事業の必要性が薄くなってきている。

県及び市町村、観光関係団体等で構成される県観光物産協会が事業主体であり、本県における観
光と物産事業の振興を担う同団体への補助は妥当である。

民間の関係団体や市町村で構成される協会が、ノウハウを生かして事業を実施することが最も効果
的である。北海道支部については、インターネットの普及により対人の窓口設置の効果が薄れてき
ており、誘致活動についても、本部職員が出張することで対応が可能である。

④

活動指標及び成果指標設定の考え方

県観光物産協会における情報発信や誘致活動により、本県への観光誘致や観光情報ポータルサイト誘導への寄与を測るために設定した。

成果指標及び
成果実績

（アウトカム）

――３６,０３４千人成果実績

124%117%％達成度

各事業の実施により、観光情報センターの来館者数や案内件数は着実な成果をあげているが、北
海道支部については、観光情報発信や誘致の拠点としてこれまで一定の役目を果たしてきたが、近
年における活動実績は低下している。

①については、目標値を達成しており、ポータルサイトへの誘導に一定の寄与を果たしている。
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資料２ー①



観光連携推進事業費の主な実績等について 

Ⅰ 観光連携推進事業費 

①県内広域観光推進 

②山形県観光物産情報センター運営費（北海道） 

①県内広域観光推進事業の実績 
 別紙のとおり 
 
 
②北海道支部の概要と実績 

○概要 

 ・職員：嘱託職員２人（現地採用） 

 ・場所：北海道経済センター５階（札幌市内） 

・面積：40.74 坪（134.67 ㎡） 

 ・開館：平日９時～17 時 30 分 
 

○相談・紹介件数（来店・電話） 
 
 
 

 
＜参考＞ 
○東北各県の北海道事務所等の状況 

  東北各県のうち北海道に類似施設があるのは以下の２県のみ。 
  ・宮城県：「みやぎ観光情報センター」（宮城県が宮城県観光連盟に補助

金を拠出し、同連盟は宮城県人会北海道連合会に運営を委
託） 

  ・福島県：「福島県北海道事務所」（福島県職員常駐、山形県観光物産情
報センターの隣） 

 

○航空機（山形～札幌便）の利用者数の推移 

  Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

利用者数 33,530 人 8,498 人 13,865 人 30,360 人 37,830 人 

 ※ＦＤＡ札幌営業支店は令和４年６月に閉店 
 

Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

1,310 件 610 件 519 件 742 件 701 件 

 



①県内広域観光推進　補助対象事業一覧

事　業　内　容
R5現計

（単位：円）

1 山形県観光データ提供事業
観光情報の提供（東京、大阪、名古屋、北海道の各支部への観光パンフレット送付等）及び観光
情報の収集（各イベントへの出席等）に要する経費

1,371,000

2 山形県観光事業功労者表彰事業
県内市町村並びに地域観光協会が加盟する県内広域４ブロックの観光協議会からの本県の観
光物産振興に功績のあった個人、団体に対する表彰に要する経費

132,000

3 山形県観光物産情報センター運営事業（北海道） 山形県観光物産情報センター（北海道）の運営に要する経費 1,403,000

4 観光ボランティアガイド支援事業

山形県観光ボランティアガイド連絡協議会支援に要する経費
※県内の観光ボランティア団体の広域的な連携や全県的な取りまとめ、各団体の相互連携と資
質向上を図るため、研修会や講習会の開催、各ボランティアガイド団体のＰＲ等を実施している
「山形県観光ボランティア連絡協議会（事務局は協会）」の運営に要する経費の一部

303,000

5 山形県奥の細道観光資源保存会事業
山形県奥の細道観光資源保存会負担金
※環境美化等の保全対策事業、パンフレット等の作成による誘客対策を実施している「山形県
奥の細道観光資源保存会」へ、協会を通じて助成している。

133,000

6 山形県スキー場誘客推進協議会事業

山形県スキー場誘客推進協議会負担金
※スキーの活性化・スキー需要の再創出と県内のスキー場の振興を図るため、首都圏等からの
誘客促進セールスイベントの開催、ラジオＣＭ等のＰＲ事業を実施している「山形県スキー場誘
客推進協議会」へ、協会を通じて助成している。

1,200,000

7 日本観光振興協会共同事業
日本観光振興協会への負担金
※協会を通じて拠出金を支出。

1,080,000

8 観光関係人材育成事業
山形観光アカデミー支援に要する経費
※観光にかかわる人材のスキルアップを図るため、県内の観光事業者を対象とした人材研修等
を実施している「山形観光アカデミー（事務局は協会）」の運営に要する経費の一部

768,000

9 伝統芸能振興事業
郷土芸能伝承者支援に要する経費
※山形舞子及び酒田舞娘の活動経費に対する補助（協会から各団体へ補助金を支出）

2,500,000

計 8,890,000

対　象　事　業


